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2024年3月15日
障害者スポーツ振興ワーキンググループ

障害者スポーツ競技団体の実態調査
概要報告

小淵和也

YMFS障害者スポーツプロジェクト
(笹川スポーツ財団 政策ディレクター）
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 調査名：障害者スポーツ競技団体の実態調査

 調査実施：ヤマハ発動機スポーツ振興財団（YMFS)

 調査対象：障害者スポーツ競技団体 78団体
日本パラスポーツ協会のパラスポーツ競技団体協議会に登録団体（2023年6月現在）
パラリンピック競技団体（パラ競技団体） 28団体
パラリンピック競技以外の団体（非パラ競技団体） 36団体
デフリンピック競技団体（デフ競技団体） 14団体

 調査方法：アンケート調査

 調査期間：2023年7月～2023年10月

 回収率91.0％

 調査項目
〇組織の形態と事務局運営
〇組織の構成と運営
〇実施事業

◆調査概要
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パラ競技団体、デフ競技団体：全ての団体が法人格取得
非パラ競技団体：74.2％が法人格取得

図表1 障害者スポーツ競技団体の法人格の有無と法人形態

n n n n

63 88.7 27 100.0 23 74.2 13 100.0

NPO 16 25.4 6 22.2 9 39.1 1 7.7

5 7.9 3 11.1 0 0.0 2 15.4

3 4.8 0 0.0 3 13.0 0 0.0

37 58.7 16 59.3 11 47.8 10 76.9

2 3.2 2 7.4 0 0.0 0 0.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

8 11.3 0 0.0 8 25.8 0 0.0

3 37.5 0 - 3 37.5 0 -

5 62.5 0 - 5 62.5 0 -

43 81.1 27 100.0 16 61.5

10 18.9 0 0.0 10 38.5

9 42.9

12 57.1

7 30.4

16 69.6

2023
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2017
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◆法人格
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図表2 障害者スポーツ競技団体の事務局設置形態

2009 2013 2017
2023

パラ競技団体：全ての団体で「専用の事務局を設置」
非パラ競技団体／デフ競技団体：「団体役員の自宅に併設」

◆事務局
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パラ競技団体：約9割
非パラ競技団体：16.1％／デフ競技団体：7.7％

図表3 障害者スポーツ競技団体の職員雇用状況

※ 2023

◆職員雇用

6

パラ競技団体：33.3％（2017年度）→96.3％（2023年度）大幅増
非パラ競技団体：11.5％（2017年度）→19.4％（2023年度）微増
デフ競技団体：84.6％で設置

図表4 障害者スポーツ競技団体のアスリート委員会の設置状況

※ 2023

◆アスリート委員会
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競技登録者数〈総計：4,505人→5,011人、平均値：205人→218人〉
団体チーム登録数〈総計：941チーム→1,072チーム、平均値：105チーム→119チーム〉
審判員数〈総計：838人→1,020人、平均値：65人→102人〉
非パラ競技団体、デフ競技団体では大きな変化がみられなかった

図表5 障害者スポーツ競技団体の登録者数（2023年7月）

n 53 49 49 24 22 22 23 21 21 6 6 6

499 372 100 427 286 119 695 563 104 38 22 16

156 91 30 168 115 42 245 138 18 22 11 12

26,437 18,249 4,878 10,236 6,287 2,611 15,973 11,828 2,173 228 134 94

n 49 46 46 23 21 21 20 19 19 6 6 6

260 183 49 218 147 48 377 273 61 33 21 12

100 81 18 120 89 29 136 91 10 13 7 6

12,745 8,400 2,243 5,011 3,096 1,013 7,538 5,181 1,157 196 123 73

n 18 11 11 9 6 6 8 4 4 1 1 1

111 129 21 119 99 26 116 205 19 4 2 2

21 37 6 71 37 11 10 40 8 4 2 2

2,001 1,417 233 1,072 594 156 925 821 75 4 2 2

n 24 19 21 11 10 10 9 7 7 4 2 4

117 100 35 66 41 20 229 211 75 5 4 3

23 13 5 30 19 11 25 13 3 4 4 4

2,812 1,897 733 729 412 198 2,063 1,477 523 20 8 12

n 22 18 17 10 9 9 11 8 7 1 1 1

80 36 20 102 51 34 67 23 4 4 2 2

9 6 2 20 7 6 4 12 1 4 2 2

1,762 648 334 1,020 462 302 738 184 30 4 2 2

n 18 16 15 10 9 8 6 6 5 2 1 2

46 27 22 56 28 32 43 31 14 4 1 4

6 3 3 10 5 5 5 3 1 4 1 4

825 433 331 561 248 252 256 184 72 8 1 7

2023年7月

◆競技登録者数(2023年7月)

825 433 331 561 248 252 256 184 72 8 1 7

n 50 44 44 23 19 19 21 19 19 6 6 6

389 240 70 369 187 64 509 360 91 48 30 17

148 88 28 157 95 31 186 173 17 49 30 18

19,451 10,572 3,059 8,483 3,559 1,223 10,683 6,832 1,732 285 181 104

n 47 43 42 22 19 18 19 18 18 6 6 6

261 182 47 205 140 44 396 279 62 35 22 13

116 84 18 122 87 29 186 119 8 25 16 9

12,242 7,810 1,992 4,505 2,668 797 7,528 5,013 1,115 209 129 80

n 18 13 12 9 7 7 8 5 4 1 1 1

103 110 21 105 87 27 113 163 16 5 3 2

16 11 5 21 9 8 13 34 5 5 3 2

1,848 1,426 253 941 607 188 902 816 63 5 3 2

n 25 22 19 12 10 10 10 9 7 3 3 2

110 85 36 56 31 16 207 173 74 6 4 3

20 8 6 33 9 10 14 18 5 3 2 3

2,758 1,871 681 667 306 155 2,074 1,554 520 17 11 6

n 23 18 16 13 10 10 9 7 5 1 1 1

66 14 7 65 16 7 76 14 6 3 1 2

4 2 3 27 3 4 2 2 0 3 1 2

1,521 260 106 838 159 74 680 100 30 3 1 2

n 17 16 14 9 8 7 6 6 5 2 2 2

46 20 14 54 15 15 39 28 13 28 20 8

4 2 2 8 3 3 3 2 1 28 20 8

776 323 190 488 118 107 232 165 67 56 40 16

2021年7月
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図表6 障害者スポーツ競技団体の登録者数（2021年7月）

◆競技登録者数(2021年7月)
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内閣府「令和5年度障害者白書」

約1億2,400万人

【競技登録者数】
・平均値10万2,986人
・中央値7,234人

SSF「中央競技団体現況調査」（2023） YMFS「障害者スポーツ競技団体に関する調査」（2024）

身体障害者436万人
知的障害109万4,000人
精神障害者614万8,000人

約1,160万人

【競技登録者数】
・ 平均値260人
・中央値100人

◆中央競技団体との比較
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全体：239社（2018年度）→361社（2022年度）増加
パラ競技団体：2019年度以降にスポンサー数の大きな変化なし
非パラ競技団体：57社（2018年度）から125社（2022年度）に倍増

図表7 直近5年間のスポンサー数

◆スポンサー数（支援企業、協賛企業など含む）

9

10



6

11

東京オリピック・パラリンピック組織委員会が公益財団法人として活
動を開始した2015年1月以降の障害者スポーツ競技団体の団体運
営における予算額、事業数、人員配置の変化についてまとめた。
期間は、以下、4区分で比較した

（A） 2015年1月以前
（B） 2015年1月（東京オリパラ組織委員会発足）～

2020年8月（当初の予定であった東京パラまで）
（C） 2020年9月～2021年8月（延期となった東京パラまでの期間）
（D） 2021年9月以降（延期となった東京パラ終了後）

◆団体運営
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パラ競技団体：大会開催決定から大会まで約6割で予算増加
非パラ競技団体：大会開催決定以降も約半数の団体で現状維持

図表9 非パラ競技団体の団体運営に関する予算額の変化

図表8 パラ競技団体の団体運営に関する予算額の変化

〈2015年1月以前〉
→〈2015年1月～2020年8月〉

〈2015年1月～2020年8月〉
→〈2020年9月～2021年8月〉

〈2020年9月～2021年8月〉
→〈2021年9月以降〉

〈2015年1月以前〉
→〈2015年1月～2020年8月〉

〈2015年1月～2020年8月〉
→〈2020年9月～2021年8月〉

〈2020年9月～2021年8月〉
→〈2021年9月以降〉

◆団体運営に関する予算額
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◆団体運営に関する事業数

図表11 非パラ競技団体の団体運営に関する事業数の変化

図表10 パラ競技団体の団体運営に関する事業数の変化

パラ競技団体：大会開催決定から大会まで約6割で事業数増加
非パラ競技団体：大会開催決定以降も約半数の団体で現状維持

〈2015年1月以前〉
→〈2015年1月～2020年8月〉

〈2015年1月～2020年8月〉
→〈2020年9月～2021年8月〉

〈2020年9月～2021年8月〉
→〈2021年9月以降〉

〈2015年1月以前〉
→〈2015年1月～2020年8月〉

〈2015年1月～2020年8月〉
→〈2020年9月～2021年8月〉

〈2020年9月～2021年8月〉
→〈2021年9月以降〉

14
図表13 非パラ競技団体の団体運営に関する人員配置の変化

図表12 パラ競技団体の団体運営に関する人員配置の変化

パラ競技団体：大会開催決定から大会まで約6割で人員増加
非パラ競技団体：大会開催決定以降も約6割で現状維持

〈2015年1月以前〉
→〈2015年1月～2020年8月〉

〈2015年1月～2020年8月〉
→〈2020年9月～2021年8月〉

〈2020年9月～2021年8月〉
→〈2021年9月以降〉

〈2015年1月以前〉
→〈2015年1月～2020年8月〉

〈2015年1月～2020年8月〉
→〈2020年9月～2021年8月〉

〈2020年9月～2021年8月〉
→〈2021年9月以降〉

◆団体運営に関する人員配置
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予算額は約3割が増加
事業数／人員は約6割が現状維持

図表14 デフ競技団体の団体運営の変化

◆デフ競技団体の団体運営の変化

デフリンピック2025東京大会開催決定後の2022年9月以降の団
体運営における予算額、事業数、人員配置の変化をまとめた。
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◆団体運営（サマリー）

【パラ競技団体】
■大会開催決定から大会まで
→予算額、事業数、人員ともに約6割の団体で増加
■大会終了後
→約4割の団体で予算額は現状維持、約4割で減少
→約6割の団体で事業数、人員は現状維持
【所感】東京パラ終了後、それほど減少していない

【非パラ競技団体】
■大会開催決定以降
→約半数の団体では予算額、事業数は現状維持、人員は約6割で現状維持
【所感】東京パラの影響はあまりない

【デフ競技団体】
■デフリンピック2025大会の東京開催以降
→約3割の団体で予算額が増加、事業数、人員は約6割で現状維持
【所感】2024年度以降、変化があると予想
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